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解　説

　財政史『平成財政史―平成元～12年度』シ
リーズの特別会計分野の資料として数点を採
録した。採録した資料は、『昭和財政史―昭
和49～63年度』の資料編（第 8巻「資料⑴財
政政策・財政制度・予算・特別会計・政府関
係機関・国有財産」）と同様の時系列に編集
した。採録した資料は特別会計の新設、廃止
のみならず、特別会計の名称の変更、勘定の
追加、廃止、更には制度改正に関する法律も
しくは提案理由説明を主として紹介するもの
である。法律条文の資料としての採録は、大
蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史』など
においても叙述編の巻末資料として採録して
おり、同等の位置づけとしている。
　これら採録した資料を特別会計の新設、廃
止、事業内容の変更等に区分して解説する。
　そのほか、勘定の開設や会計名の変更を伴
わない特別会計の設置法の改正に伴う、従来
の特別会計の業務の拡張等に関する資料も、
機能の拡張もしくは変更に係るものとして採
録した。

1 ．特別会計の新設

　平成元～12年度の期間に新設された特別会
計は、臨時行政調査会最終答申（昭和58年 3
月14日）において、特別会計の新設について
は財政の膨張抑制の見地から極力抑制し、既
存のものについても廃止又は一般会計への統
合等を図るという視点からその存置の必要性
の見直しを適時行う、という答申を踏まえ抑
制が図られ、新設したものはない。

2 ．特別会計の廃止

　平成元～12年度の期間に廃止された特別会
計はアルコール専売事業特別会計（「アル
コール事業法」の施行日は平成13年 4 月 1 日。
ただし第 3条第 2項、第16条第 2項、第21条
第 2項及び第26条第 2項並びに附則第23条の
規定は、同年 1 月 6 日から施行。）のみであ
る。

　アルコール専売制度については、行政改革
会議最終報告（平成 9年12月 3 日）において、
行政機能の減量、効率化等を図る観点から
「国の行政として直接実施する必要が失われ
又は減少している業務、あるいは行政サービ
スとしての存在意義を失い又は存在意義が縮
小している業務については民営化、民間移譲、
地方移管又はその廃止を進める必要がある」
とされ、「アルコール専売について積極的に
民営化を検討する必要がある」と指摘された。
この行政改革会議の最終報告の趣旨を踏まえ
産業構造審議会アルコール部会において 4回
にわたり審議が行われ、平成11年 1 月にアル
コール専売の民営化が望ましいとする答申が
なされた。この答申をもとに「国の行政組織
等の減量、効率化等に関する基本的計画」
（平成11年 4 月27日閣議決定）において「ア
ルコール専売を廃止し、NEDO〔New Energy 
and Industrial Technology Development 
Organization：新エネルギー・産業技術総合
開発機構〕に暫定措置として 5年間を目途に
一手購入機能を付与するとともに民営化のた
めの準備を行い、当該期間終了後、NEDOの
製造部門を暫定的な特殊会社とし、 2年以内
に民間への株式売却を開始し、出来るだけ早
期に完全売却を図る」ことが決定された。
　「アルコール事業法」（平成12年法律第36
号）（資料　8-194）は、アルコール専売制度
を廃止するとともに我が国のアルコール事業
の健全な発展とアルコールの安定的かつ円滑
な供給の確保を図るため、アルコールの製造、
輸入及び販売の事業等に係る認可制度並びに
新エネルギー・産業技術総合開発機構による
特定アルコール販売の業務等について所要の
措置を講ずるとともに、関係法律を廃止し、
併せて、アルコール専売事業特別会計からの
権利及び義務の承継等所要の措置を講じるこ
ととしている。

3 ．特別会計の事業内容の変更等

　特別会計の事業内容を改め、新たな政策に
対応できるよう特別会計の名称を改称したも
のと、新たな勘定を設置したものがある。平
成元～12年度に特別会計の名称変更、業務内
容を変更したか、勘定を新たに設置、廃止し



た特別会計として、厚生保険特別会計、簡易
生命保険及び郵便年金特別会計、石炭並びに
石油及び石油代替エネルギー対策特別会計が
ある。
　そのほか、勘定等を新設するような改正で
はないが、特別会計の設置法改正等により事
業内容等を改正した特別会計もある。これら
について特別会計設置法の改正の提案理由説
明等を中心として紹介する。
　なお、このほか、平成 9年に財政構造改革
の推進に関する特別措置法が制定され、公共
投資についても量的削減目標が決定され、こ
れに伴い該当する特別会計においても、特別
会計法等の一部改正により計画期間を延長す
る等の方策をとっており、これらについても
一括して参考資料として紹介する。

　厚生保険特別会計においては、平成 2年 3
月27日、「厚生保険特別会計法の一部を改正
する法律」（平成 2 年法律第 3 号）（資料　8-
195）が公布され、国民保健の向上及び老人
福祉の推進を目的として国民の老後における
健康の保持及び適切な医療の確保を図るため
平成元年度補正予算において、業務勘定に特
別保健福祉事業資金を設置し、その資金の運
用益を用いて老人保健拠出金の負担が重く
なっている被用者保険への対策等の老人保健
基盤安定化のための措置を行うこととしたも
のである。また、平成元年12月22日、「被用
者年金制度間の費用負担の調整に関する特別
措置法」（平成元年法律第87号）（資料　8-
196）が公布され、平成 2 年度より制度間調
整勘定が設置された。なお、この勘定は、平
成 9年度から「厚生年金保険法等の一部を改
正する法律」（平成 8年法律第82号）（資料　8-
197）の規定により年金勘定において会計処
理が行われることとなり廃止された。
　簡易生命保険及郵便年金特別会計において
は、平成 2 年 6 月27日、「簡易生命保険法の
一部を改正する法律」（平成 2年法律第50号）
（資料　8-198）が公布され、簡易生命保険及
び郵政年金の一元化並びに加入者に対する保
障内容の充実を図るため、平成 3年度より郵
便年金制度を簡易生命保険制度に統合し、資
産の一層の効率的運用を図り、それぞれの加
入者の利益を増進する必要性から制度を創設

したものである。これに伴い、特別会計の名
称を簡易生命保険特別会計に改めるとともに
保険勘定及び年金勘定の勘定区分を廃止した。
　農業共済再保険特別会計においては、平成
3 年12月20日、「農業共済再保険特別会計に
おける農作物共済、果樹共済及び園芸施設共
済に係る再保険金の支払財源の不足に充てる
ための一般会計からする繰入金等に関する法
律」（平成 3 年法律第99号）（資料　8-199）が
公布され、同法により平成 3年度において暴
風雨、低温等による水稲、りんご、園芸施設
等の被害が異常に発生したことにより農業共
済再保険特別会計の農業勘定、果樹勘定及び
園芸施設勘定に生ずる再保険金の支払財源の
不足に充てるため、同年度において一般会計
から果樹勘定への繰り入れ等を行っている。
　国立学校特別会計においては、平成 4年 5
月 6 日、「国立学校設置法及び国立学校特別
会計法の一部を改正する法律」（平成 4 年法
律第37号）（資料　8-200）が公布され、国立
学校のうち老朽化、狭隘化が特に著しく、か
つ教育研究に優れた実績を上げている大学の
学部・研究所等の改築、改修の移転等による
計画的な整備を行うために平成 4年 7月 1日
から特別施設整備資金を設置した。
　石炭並びに石油及び石油代替エネルギー対
策特別会計においては、平成 5年 3月31日、
「エネルギー需給構造高度化のための関係法
律の整備に関する法律」（平成 5 年法律第17
号）（資料　8-201「エネルギー需給構造高度
化のための関係法律の整備に関する法律」の
提案理由説明、資料　8-202「エネルギー需給
構造高度化のための関係法律の整備に関する
法律」（平成 5年法律第17号））が公布され、
特別会計設置法が改正された。この改正によ
り平成 5年度から石炭並びに石油及び石油代
替エネルギー対策特別会計が石炭並びに石油
及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計
に改められた。改正内容は、エネルギーの使
用の合理化の措置の拡充、石油代替エネル
ギーの導入を促進するための措置等を講ずる
ことにより、経済的社会的環境の変化に応じ
た安定的かつ適切なエネルギー需給構造の構
築を図るため、エネルギーの使用の合理化に
関する法律等を改正したものである。
　また、同特別会計の名称変更と同時に勘定
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名も変更した。更に、平成12年には石炭対策
としては、平成13年度に石炭対策を円滑に完
了させるため、石炭鉱業構造調整対策等の重
要施策を実施することとされた。同時に「石
炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法律の
整備に関する法律」（平成12年法律第16号）
（資料　8-203「石炭鉱業の構造調整の完了等
に伴う関係法律の整備に関する法律」の提案
理由説明、資料　8-204「石炭鉱業の構造調整
の完了等に伴う関係法律の整備に関する法
律」（平成12年法律第16号））の施行に併せて、
特別会計設置法は「石油及びエネルギー需給
構造高度化対策特別会計法」に改称され、平
成14年度より特別会計の名称も石油及びエネ
ルギー需給構造高度化対策特別会計に改めら
れ、同様に勘定名の名称も改められた。
　農業共済再保険特別会計においては、平成
5 年12月17日、「農業共済再保険特別会計の
農業勘定における平成 5年度の再保険金の支
払財源の不足に対処するための特別措置に関
する法律」（平成 5 年法律第95号）（資料　8-
205）が公布された。平成 5 年度の低温等に
よる水稲等の被害が甚大であり、それに伴い
農業共済再保険特別会計の農業勘定の再保険
金の支払が著しく増大するため同勘定の再保
険金の支払財源の不足が見込まれたため、同
法により政府は、この再保険金の支払財源の
不足に対処するため特別措置を講じたもので
ある。
　食糧管理特別会計においては、平成 6年ウ
ルグァイ・ラウンド最終合意に基づき、世界
貿易機関（WTO）が設立されるなど、日本
の食糧生産を取り巻く環境が激変している状
況下、食糧需給に与える影響を緩和するため、
「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法
律」（平成 6 年法律第113号）（資料　8-206）
を公布し、平成 7年11月 1 日に施行した。こ
れにより「食糧管理法」が廃止され、同法が
食糧管理特別会計の新たな実体法となるとと
もに「食糧管理特別会計法」が一部改正され、
目的を「食糧管理」から「食糧ノ需給及価格
ノ安定」に改め、貯蔵のほか、麦等の輸入に
かかる納付金の受入等の措置を講じた。
　漁船再保険及漁業共済保険特別会計におい
ては、平成 7 年 2 月15日、「漁業再保険及漁
業共済保険特別会計における漁業共済に係る

保険金の支払財源の不足に充てるための一般
会計からする繰入金に関する法律」（平成 7
年法律第 7 号）（資料　8-207）が公布され、
平成 6年度における台風等による、さけ・ま
す定置漁業の著しい漁獲金額の減少等により
漁船再保険及漁業共済保険特別会計の漁業共
済保険勘定に生ずる保険金の支払財源の不足
が見込まれたため、同法により一般会計から
同勘定に資金を繰り入れている。
　国有林野事業特別会計においては、平成10
年10月19日、「国有林野事業の改革のための
特別措置法」（平成10年法律第134号）、「国有
林野事業の改革のための関係法律の整備に関
する法律」（平成10年法律第135号）が公布さ
れ（資料　8-208「国有林野事業の改革のため
の特別措置法及び国有林野事業の改革のため
の関係法律の整備に関する法律」の提案理由
説明、資料　8-209「国有林野事業の改革のた
めの特別措置法」（平成10年法律第134号）、
資料　8-210「国有林野事業の改革のための関
係法律の整備に関する法律」（平成10年法律
第135号））、国有林野事業の危機的な財務状
況に対処するため、その抜本的な改革の趣旨
及び全体像を明らかにすることにより、国有
林野事業の改革についての国民の理解を深め
るとともに、特定の債務の一般会計への帰属
その他国有林野事業の改革のために必要な特
別措置について定めることとした。
　なお、一般会計がその債務を承継するに当
たって、国有林野事業特別会計の国有林野事
業勘定の負担に属する平成 7年 9月29日まで
に借り入れられた借入金に係る債務等を一般
会計に帰属させることに伴う財政処理につい
ては、平成10年10月19日に公布された「一般
会計における債務の承継等に伴い必要な財源
の確保に係る特別措置に関する法律」（平成
10年法律第137号）によって処理された。
（参考）財政構造改革法の制定に伴う公共関
連特別会計の取扱い
　平成 9年11月に成立した財政構造改革法は、
公共投資について量的削減目標が決定された。
これに伴い、関連する特別会計についても、
財政構造改革の推進に関する特別措置法案に
基づき、関連する特別会計法等の一部改正を
行い、長期計画の見直しを下記のとおり行い、
処理している。



特別会計 改訂内容 改訂法案等

国有林野事業
　治山勘定 5箇年計画

　→ 7箇年計画
◎治山治水緊急措置法の一部改正
◎国有林野事業特別会計法の一部改正（資料　8-211）

治水
　治水勘定 5箇年計画

　→ 7箇年計画
◎治山治水緊急措置法の一部改正
◎治水特別会計法の一部改正（資料　8-211）

国営土地改良事業
10箇年計画
　→14箇年計画

◎財政構造改革の推進に関する特別措置法

港湾整備
　港湾整備勘定 5箇年計画

　→ 7箇年計画
◎港湾整備緊急措置法の一部改正
◎港湾整備特別会計法の一部改正（資料　8-211）

空港整備
5箇年計画
　→ 7箇年計画

◎財政構造改革の推進に関する特別措置法
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8-194　「アルコール事業法」（抄）

　アルコール事業法をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成12年 4 月 5 日
 内閣総理大臣臨時代理　　
 国務大臣　青木　幹雄
法律第36号
　　　 アルコール事業法

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、平成13年 4 月 1 日から
施行する。ただし、第 3条第 2項、第16条
第 2項、第21条第 2項及び第26条第 2項並
びに附則第23条の規定は、同年 1月 6日か
ら施行する。
　（機構の業務）
第 2条　機構は、当分の間、石油代替エネル
ギー法第39条第 1項及び第 2項に規定する
業務のほか、アルコールの製造を行う業務
及びこれに附帯する業務（以下「アルコー
ル製造業務」という。）並びにアルコール
（特定アルコールを除く。）の販売を行う業
務及びこれに附帯する業務（以下「一般ア
ルコール販売業務」という。）を行うこと
ができる。
　（機構の販売価格の認可等）
第 3条　機構は、前条の規定により販売する
アルコール（以下この条において「一般ア
ルコール」という。）の価格（以下この条
において「販売価格」という。）を定めよ
うとするときは、経済産業大臣の認可を受
けなければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。
2　前項の販売価格は、アルコールの買入れ、
輸送、保管、売渡しその他の一般アルコー
ルの販売に要する経費の適正な原価を償う
ものであり、かつ、営利を目的としないも
のでなければならない。
3　経済産業大臣は、第 1項の規定により販
売価格を認可したときは、経済産業省令で
定めるところにより、当該認可をした販売
価格を公告するものとする。

4　機構は、第 1項の認可を受けた販売価格
によらなければ一般アルコールを販売して
はならない。

　（特別の勘定）
第 4条　機構は、アルコール製造業務及び一
般アルコール販売業務に係る経理について
は、その他の経理と区分し、それぞれ特別
の勘定を設けて整理しなければならない。

　（石油代替エネルギー法の特例）
第 5条　附則第 2条の規定により機構の業務
が行われる場合には、石油代替エネルギー
法第41条第 1項中「第39条第 1項」とある
のは「第39条第 1項及びアルコール事業法
附則第 2条」と、石油代替エネルギー法第
52条中「政令」とあるのは「政令並びにア
ルコール事業法」と、石油代替エネルギー
法第53条第 2項及び第54条第 1項中「この
法律」とあるのは「この法律又はアルコー
ル事業法」と、石油代替エネルギー法第59
条第 3 号中「第39条第 1 項」とあるのは
「第39条第 1 項及びアルコール事業法附則
第 2条」とする。

　（機構の業務の実施に伴う特例）
第 6条　附則第 2条の規定により機構の業務
が行われる場合には、第15条中「製造事業
者」とあるのは「製造事業者及び機構」と、
第22条第 1項中「又は輸入事業者」とある
のは「、輸入事業者又は機構」と、同条第
2項中「販売事業者は」とあるのは「販売
事業者又は機構は」と、同条第 3項中「製
造事業者等」とあるのは「製造事業者及び
機構」と、同条第 4項中「製造事業者等」
とあるのは「製造事業者、機構及び許可使
用者であって酒税法第 7条第 1項の規定に
より酒類の製造免許を受けているもの」と
し、第 2章第 1節から第 3節まで（第15条
及び第22条を除く。）の規定は、機構につ
いては適用しない。

〔中略〕

　（アルコール専売法等の廃止）
第 9条　次に掲げる法律は、廃止する。
　一 　アルコール専売法（昭和12年法律第32
号）

　二 　アルコール専売事業特別会計法（昭和



22年法律第39号）
　三 　アルコール専売事業特別会計から一般
会計への納付の特例に関する法律（昭和
25年法律第30号）

〔中略〕

　（ アルコール専売事業特別会計からの権利
及び義務の承継等）

第20条　この法律の施行の際現に国が有する
権利及び義務のうち、旧法に規定するアル
コールの製造、収納、販売等の事業に関す
るもので政令で定めるものは、この法律の
施行の時において、機構がアルコール専売
事業特別会計（次条において「特別会計」
という。）から承継する。
2　前項の規定による承継があったときは、
その承継の際、その承継される権利に係る
財産で政令で定めるものの価額の合計額に
相当する金額は、政府から機構に対し出資
されたものとする。この場合において、機
構は、石油代替エネルギー法第14条第 3項
の許可を受けることなく、その額により資
本金を増加するものとする。
3　前項の規定により政府から出資があった
ものとされる同項の財産の価額は、施行日
現在における時価を基準として評価委員が
評価した価額とする。
4　前項の評価委員その他評価に関し必要な
事項は、政令で定める。
　（ アルコール専売事業特別会計法の廃止に
伴う経過措置）

第21条　特別会計の平成12年度以前の年度の
決算に関しては、なお従前の例による。た
だし、附則第 9条の規定による廃止前のア
ルコール専売事業特別会計第12条、附則第
24条の規定による改正前の印刷局特別会計
及びアルコール専売事業特別会計の利益の
一般会計への納付の特例に関する法律（昭
和24年法律第64号）及び附則第 9条の規定
による廃止前のアルコール専売事業特別会
計から一般会計への納付の特例に関する法
律の規定は、適用しない。
2　この法律の施行の際特別会計に所属する
権利及び義務（前条第 1項の規定により機
構に承継されるものを除く。）は、この法

律の施行の時において、一般会計に帰属す
るものとする。
3　前項の規定により一般会計に帰属した現
金は、平成12年度の一般会計の歳入とする。

〔中略〕

　（ 印刷局特別会計及びアルコール専売事業
特別会計の利益の一般会計への納付の特
例に関する法律の一部改正）

第24条　印刷局特別会計及びアルコール専売
事業特別会計の利益の一般会計への納付の
特例に関する法律の一部を次のように改正
する。

　　題名を次のように改める。
　　　 印刷局特別会計の利益の一般会計への

納付の特例に関する法律
　　第 1条中「及びアルコール専売事業特別
会計（以下「各会計」という。）」及び「並
びにアルコール専売事業特別会計法（昭和
22年法律第39号）第12条、附則第 5条及び
第 6 条」を削り、「各会計」を「同特別会
計」に改める。

　　第 2 条第 1 項中「各会計の決算上の利
益」を「印刷局特別会計の決算上の利益」
に、「各会計の当該年度」を「同特別会計
の当該年度」に、「各会計の運転資金」を
「同特別会計の運転資金」に、「各会計の所
管大臣と財務大臣とが協議して」を「財務
大臣が」に改め、同条第 2項中「各会計の
所管大臣と財務大臣とが協議して」を「財
務大臣が」に改める。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成12年 4 月 5 日（号外第67
号）。

8-195　 「厚生保険特別会計法の一部を改正す
る法律」

　厚生保険特別会計法の一部を改正する法律
をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 2年 3月27日
 内閣総理大臣　海部　俊樹
法律第 3号
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　　　 厚生保険特別会計法の一部を改正する
法律

　厚生保険特別会計法（昭和19年法律第10
号）の一部を次のように改正する。
　第19条を次のように改める。
第19条　特別保健福祉事業ニ関スル政府ノ経
理ハ当分ノ間第 1条ノ規定ニ拘ラズ之ヲ本
会計ニ於テ行フモノトス
　前項ノ特別保健福祉事業（以下特別事業ト
称ス）トハ国民保健ノ向上及老人福祉ノ増
進ヲ目的トシテ国民ノ老後ニ於ケル健康ノ
保持及適切ナル医療ノ確保ヲ図ル為特別保
健福祉事業資金ノ運用利益金ヲ財源トシテ
行フ左ニ掲グルモノヲ謂フ
　一 　社会保険診療報酬支払基金ガ行フ老人
保健法第64条第 3項ニ規定スル老人保健
関係業務ニ対スル政令ヲ以テ定ムル補助
ニシテ予算ノ範囲内ニ於テ行フモノ

　二 　健康保険事業ノ管掌者タル政府ガ納付
スル老人保健法ノ規定ニ依ル拠出金ノ一
部ニ充ツル為予算ノ範囲内ニ於テ行フ健
康勘定ヘノ繰入

　三 　船員保険事業ノ管掌者タル政府ガ納付
スル老人保健法ノ規定ニ依ル拠出金ノ一
部ニ充ツル為及船員保険事業ノ福祉施設
費ノ内政令ヲ以テ定ムルモノニ充ツル為
予算ノ範囲内ニ於テ行フ船員保険特別会
計ヘノ繰入

　四 　前 3号ニ掲グルモノノ外健康保険事業
ノ保健施設及福祉施設其ノ他ニ係ル財政
上ノ措置ニシテ政令ヲ以テ定ムルモノ

　第 1項ノ規定ニ依リ特別事業ニ関スル政府
ノ経理ヲ本会計ニ於テ行フ場合ニ於テハ業
務勘定ニ特別保健福祉事業資金（以下資金
ト称ス）ヲ置キ次条第 2項ノ規定ニ依ル繰
入金、資金ノ運用利益金及第19条ノ 6第 1
項ノ規定ニ依ル組入金ヲ以テ之ニ充ツルモ
ノトス
　第 1項ノ規定ニ依リ特別事業ニ関スル政府
ノ経理ヲ本会計ニ於テ行フ場合ニ於テ業務
勘定ニ於テハ第 6条ノ規定ニ依ルモノノ外
資金ニ充ツル為ノ一般会計ヨリノ受入金、
資金ヨリノ受入金及特別事業ニ係ル附属雑
収入ヲ以テ其ノ歳入トシ資金ヘノ繰入金、
特別事業ニ要スル経費並ニ年金勘定及一般
会計ヘノ繰入金ヲ以テ其ノ歳出トス

　第 1項ノ規定ニ依リ特別事業ニ関スル政府
ノ経理ヲ本会計ニ於テ行フ場合ニ於テ健康
勘定ニ於テハ第 3条ノ規定ニ依ルモノノ外
業務勘定ヨリノ受入金ヲ以テ其ノ歳入トス

　第19条の次に次の六条を加える。
第19条ノ 2　資金ニ充ツル為必要アルトキハ
一般会計ヨリ予算ノ定ムル金額ヲ限リ業務
勘定ニ繰入ルルコトヲ得

　資金ニハ前項ノ規定ニ依ル一般会計ヨリノ
受入金ニ相当スル金額ヲ業務勘定ヨリ繰入
ルベシ

第19条ノ 3　特別事業ニ要スル経費ニ充ツル
為資金ヨリ予算ノ定ムル金額ヲ限リ業務勘
定ニ繰入ルルコトヲ得

　前項ニ規定スル繰入金ノ額ハ当該繰入金ヲ
為ス年度迄ニ生ジタル資金ノ運用利益金及
当該年度ノ前年度迄ニ第19条ノ 6第 1項ノ
規定ニ依リ資金ヘ組入レタル金額ノ合計額
ニ相当スル金額（当該前年度迄ニ前項又ハ
同条第 1項ノ規定ニ依リ業務勘定ニ繰入レ
タル金額アル場合ニ於テハ其ノ合計額ヲ控
除シタル金額ニ相当スル金額）ヲ限度トス

第19条ノ 4　政府ハ厚生年金保険事業ノ長期
的安定ヲ確保スル為必要アルトキハ特別事
業ノ必要性ヲ勘案シツツ業務勘定ヨリ資金
ノ金額ヲ限度トシテ予算ノ定ムル金額ヲ限
リ年金勘定ニ繰入ルルコトヲ得

　前項ノ規定ニ依リ繰入金ヲ為ストキハ年金
勘定ニ於テハ第 5条ノ規定ニ依ルモノノ外
業務勘定ヨリノ受入金ヲ以テ其ノ歳入トス

　第 1項ノ規定ニ依リ繰入金ヲ為ストキハ当
該繰入金ニ相当スル金額ヲ資金ヨリ業務勘
定ニ繰入ルベシ

　第 1項ノ規定ニ依リ繰入金ヲ為シタルトキ
ハ当該繰入金額ガ第18条ノ11第 2 項又ハ第
18条ノ12第 2 項ノ規定ニ依リ一般会計ヨリ
年金勘定ニ繰入レラレタルモノト看做ス

　前項ノ規定ノ適用ニ付テ必要ナル事項ハ政
令ヲ以テ之ヲ定ム

　一般会計ヨリ第18条ノ11第 2 項及第18条ノ
12第 2 項ノ規定ニ依リ一般会計ヨリ年金勘
定ニ繰入ルベキ金額ノ合計額ニ相当スル金
額ガ年金勘定ニ繰入レラレタル場合（第 4
項ノ規定ニ依リ繰入レラレタルモノト看倣
サレル場合ヲ含ム）ニ於テ資金ニ残額アル
トキハ政府ハ特別事業ノ必要性ヲ勘案ノ上



業務勘定ヨリ当該残額ヲ限度トシテ予算ノ
定ムル金額ヲ限リ一般会計ニ繰入ルルコト
ヲ得
　前項ノ規定ニ依リ繰入金ヲ為ストキハ第 3
項ノ規定ヲ準用ス
第19条ノ 5　資金ノ受払ハ大蔵大臣ノ定ムル
所ニ依リ業務勘定ノ歳入歳出外トシテ経理
ス
第19条ノ 6　業務勘定ニ於テ毎会計年度ノ第
19条第 4項ノ規定ニ依ル歳入額ヨリ当該年
度ノ同項ノ規定ニ依ル歳出額ヲ控除シテ剰
余ヲ生ジタルトキハ之ヲ資金ニ組入レ不足
ヲ生ジタルトキハ之ヲ資金ヨリ補足スベシ
　第19条第 1項ノ規定ニ依リ特別事業ニ関ス
ル政府ノ経理ヲ本会計ニ於テ行フ場合ニ於
ケル第 9 条ノ規定ノ適用ニ付テハ同条中
「決算上」トアルハ「毎会計年度ノ歳入額
（第19条第 4 項ノ規定ニ依ルモノヲ除ク）
ヨリ当該年度ノ歳出額（同項ノ規定ニ依ル
モノヲ除ク）ヲ控除シテ」ト読替フルモノ
トス
第19条ノ 7　資金ハ資金運用部ニ預託シ之ヲ
運用スルコトヲ得
　第20条から第22条までを次のように改める。
第20条及至第22条　削除
　　　附　則
1　この法律は、公布の日から施行し、この
法律による改正後の規定は、平成元年度以
降の予算について適用する。
2 　船員保険特別会計法（昭和22年法律第
236号）の一部を次のように改正する。
　　第26条の次に次の一条を加える。
第27条　厚生保険特別会計法（昭和19年法
律第10号）第19条第 1項の規定により特
別保健福祉事業に関する政府の経理を厚
生保険特別会計において行う場合におい
ては、第 3条の規定によるもののほか、
厚生保険特別会計業務勘定からの受入金
をもつてこの会計の歳入とする。

 大蔵大臣　橋本龍太郎
 厚生大臣　津島　雄二
 内閣総理大臣　海部　俊樹

（出所 ）『官報』平成 2年 3月27日（号外特第　
8　号）。

8-196　 「被用者年金制度間の費用負担の調整
に関する特別措置法」（抄）

　被用者年金制度間の費用負担の調整に関す
る特別措置法をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成元年12月22日
 内閣総理大臣　海部　俊樹
法律第87号
　　　 被用者年金制度間の費用負担の調整に

関する特別措置法

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、平成 2年 4月 1日から
施行する。

〔中略〕

　（厚生保険特別会計法の一部改正）
第14条　厚生保険特別会計法（昭和19年法律
第10号）の一部を次のように改正する。

　　第23条の次に次の五条を加える。
第24条　被用者年金制度間の費用負担の調
整に関する特別措置法（平成元年法律第
87号以下特別措置法ト称ス）ニ依ル制度
間調整事業ノ経理ハ当分ノ間第 1条ノ規
定ニ拘ラズ之ヲ本会計ニ於テ行フモノト
ス

第25条　本会計ニ前条ノ制度間調整事業ノ
経理ヲ明確ニスル為第 2条ニ規定スル各
勘定ノ外制度間調整勘定ヲ設ク

第26条　年金勘定ニ於テハ第 5条ノ規定ニ
依ルモノノ外制度間調整勘定ヨリノ受入
金ヲ以テ其ノ歳入トシ同勘定ヘノ繰入金
ヲ以テ其ノ歳出トス

第27条　制度間調整勘定ニ於テハ年金勘定
ヨリノ受入金、特別措置法第 2条第 5号
ニ規定スル年金保険者タル共済組合（以
下単ニ共済組合ト称ス）ヨリノ拠出金及
附属雑収入ヲ以テ其ノ歳入トシ年金勘定
ヘノ繰入金、共済組合ヘノ交付金及附属
諸経費ヲ以テ其ノ歳出トス

第28条　業務勘定ニ於テハ第 6条ノ規定ニ
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依ルモノノ外制度間調整事業ノ業務取扱
ニ関スル諸費ニ充ツル為ノ一般会計ヨリ
ノ受入金ヲ以テ其ノ歳入トシ同事業ノ業
務取扱ニ関スル諸費ヲ以テ其ノ歳出トス

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成元年12月22日（号外第
181号）。

8-197　 「厚生年金保険法等の一部を改正する
法律」（抄）

　厚生年金保険法等の一部を改正する法律を
ここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 8年 6月14日
 内閣総理大臣　橋本龍太郎
法律第82号
　　　 厚生年金保険法等の一部を改正する法

律

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、平成 9年 4月 1日から
施行する。ただし、附則第37条及び第47条
第 1項の規定は、同年 1月 1日から施行す
る。
　（ 被用者年金制度間の費用負担の調整に関
する特別措置法の廃止）

第 2条　被用者年金制度間の費用負担の調整
に関する特別措置法（平成元年法律第87
号）は、廃止する。
2　平成 8年度以前の年度の前項の規定によ
る廃止前の被用者年金制度間の費用負担の
調整に関する特別措置法（次項及び附則第
82条において「旧制度間調整法」という。）
の規定による調整交付金及び調整拠出金に
ついては、なお従前の例による。
3　旧制度間調整法の規定は、厚生年金保険
の管掌者たる政府並びに法律によって組織
された共済組合及び附則第32条第 2項に規
定する存続組合が支給する平成 9年 2月分
及び同年 3月分の老齢又は退職を支給事由
とする年金たる給付に要する額については、

なおその効力を有する。この場合において、
必要な技術的読替えは、政令で定める。

〔中略〕

　（厚生保険特別会計法の一部改正）
第81条　厚生保険特別会計法（昭和19年法律
第10号）の一部を次のように改正する。

　　第24条を次のように改める。
第24条　年金勘定ニ於テハ第 5条ノ規定ニ
依ルモノノ外当分ノ間厚生年金保険法
（昭和29年法律第115号）附則第18条第 1
項ノ規定ニ依ル拠出金並ニ厚生年金保険
法等の一部を改正する法律（平成 8年法
律第82号）附則第19条及第20条ノ規定ニ
依ル納付金ヲ以テ其ノ歳入トス

　　第25条から第28条までを削る。
〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 8 年 6 月14日（号外第
140号）。

8-198　 「簡易生命保険法の一部を改正する法
律」（抄）

　簡易生命保険法の一部を改正する法律をこ
こに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 2年 6月27日
 内閣総理大臣　海部　俊樹
法律第50号
　　　 簡易生命保険法の一部を改正する法律

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、平成 3年 4月 1日から
施行する。

〔中略〕

　（ 簡易生命保険及郵便年金特別会計法の一
部改正）

第10条　簡易生命保険及郵便年金特別会計法
の一部を次のように改正する。



　　題名を次のように改める。
　　　簡易生命保険特別会計法
　　第 1条中「及郵便年金事業」及び「通ジ
テ一の」を削る。
　　第 2条を次のように改める。
　第 2条　削除
　　第 3条中「保険勘定」を「本会計」に改
め、「簡易生命保険事業経営上ノ」を削り、
「簡易保険郵便年金福祉事業団」を「簡易
保険福祉事業団」に、「同事業経営上ノ保
険金」を「保険金、年金」に、「並ニ同事
業」を「並ニ簡易生命保険事業」に改める。
　　第 4条を次のように改める。
　第 4条　削除
　　第 5条中「第 2条」を「第 3条」に改め、
「簡易生命保険事業及郵便年金事業ノ」及
び「簡易生命保険事業ノ」を削り、「此等
ノ事業」を「簡易生命保険事業」に改める。
　　第 7 条中「保険勘定又ハ年金勘定」を
「本会計」に改め、「当該勘定ノ」を削る。
　　第 7条ノ 2中「保険勘定又ハ年金勘定」
を「本会計」に、「簡易生命保険及び郵便
年金の積立金の運用に関する法律」を「簡
易生命保険の積立金の運用に関する法律」
に改める。
　　第 8条中「各勘定」を「本会計」に改める。
　　第 9条を次のように改める。
　　第 9条　内閣ハ毎年度本会計の予算ヲ作
成シ一般会計ノ予算ト共ニ之ヲ国会ニ提出
スベシ
　　第16条を次のように改める。
　第16条　削除
　　第17条中「簡易保険郵便年金福祉事業団
法」を「簡易保険福祉事業団法」に、「簡
易保険郵便年金福祉事業団」を「簡易保険
福祉事業団」に改め、「当該出資ハ政令ヲ
以テ定ムルトコロニ依リ本会計ノ保険勘定
又ハ年金勘定ヨリ為サレタルモノト看做
シ」を削り、「帰属セシメ夫々当該各勘定
ノ所属トス」を「帰属セシム」に改める。
　（ 簡易生命保険及郵便年金特別会計法の一
部改正に伴う経過措置）

第11条　簡易生命保険及郵便年金特別会計の
平成 2年度の収入及び支出並びに同年度以
前の年度の決算に関しては、なお従前の例
による。この場合において、同会計の保険

勘定及び年金勘定の平成 2年度の決算上生
ずる過剰は、これを簡易生命保険特別会計
の積立金として積み立てるものとする。
2　この法律の施行の際、簡易生命保険及郵
便年金特別会計の保険勘定及び年金勘定に
所属する積立金並びに同会計の保険勘定及
び年金勘定に所属する権利義務は、それぞ
れ、簡易生命保険特別会計の積立金及び同
会計の権利義務となるものとする。

〔中略〕

　（郵便事業特別会計法の一部改正）
第15条　郵便事業特別会計法（昭和24年法律
第109号）の一部を次のように改正する。

　　第 2 条中「、簡易生命保険及び郵便年
金」を「及び簡易生命保険」に改める。

　　附則第 4項中「簡易保険郵便年金福祉事
業団法」を「簡易保険福祉事業団法」に、
「簡易保険郵便年金福祉事業団」を「簡易
保険福祉事業団」に、「行なう」を「行う」
に改める。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 2年 6月27日（号外第74
号）。

8-199　 「農業共済再保険特別会計における農
作物共済、果樹共済及び園芸施設共
済に係る再保険金の支払財源の不足
に充てるための一般会計からする繰
入金等に関する法律」

　農業共済再保険特別会計における農作物共
済、果樹共済及び園芸施設共済に係る再保険
金の支払財源の不足に充てるための一般会計
からする繰入金等に関する法律をここに公布
する。
　御　名　　御　璽
　　平成 3年12月20日
 内閣総理大臣　宮澤　喜一
法律第99号
　　　 農業共済再保険特別会計における農作

物共済、果樹共済及び園芸施設共済に
係る再保険金の支払財源の不足に充て
るための一般会計からする繰入金等に
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関する法律
　（一般会計からの繰入）
第 1条　政府は、農業共済再保険特別会計の
果樹勘定における果樹共済に係る再保険金
の支払財源の不足に充てるため、平成 3年
度において、一般会計から、25億6627万 5
千円を限り、同特別会計の果樹勘定に繰り
入れることができる。
2　政府は、前項の規定による繰入金につい
ては、後日、農業共済再保険特別会計の果
樹勘定において決算上の剰余を生じた場合
において、農業共済再保険特別会計法（昭
和19年法律第11号）第 6条第 3項において
準用する同条第 2項の規定により同特別会
計の再保険金支払基金勘定へ繰り入れるべ
き金額を控除して、なお残余があるときは、
同項の規定にかかわらず、当該繰入金に相
当する金額に達するまでの金額を一般会計
に繰り入れなければならない。
　（ 農業勘定及び園芸施設勘定における積立
金の歳入への繰入れ）

第 2条　政府は、農業共済再保険特別会計の
農業勘定における農作物共済に係る再保険
金及び園芸施設勘定における園芸施設共済
に係る再保険金の支払財源の不足に充てる
ため、平成 3年度において、これらの勘定
における農業共済再保険特別会計法第 6条
第 2項（同条第 3項の規定により園芸施設
勘定について準用する場合を含む。）の規
定による積立金をそれぞれこれらの勘定の
歳入に繰り入れることができる。
　　　附　則
　この法律は、公布の日から施行する。
 大蔵大臣　羽田　　孜
 農林水産大臣　田名部匡省
 内閣総理大臣　宮澤　喜一

（出所 ）『官報』平成 3 年12月20日（号外第
181号）。

8-200　 「国立学校設置法及び国立学校特別会
計法の一部を改正する法律」（抄）

　国立学校設置法及び国立学校特別会計法の
一部を改正する法律をここに公布する。
　御　名　　御　璽

　　平成 4年 5月 6日
 内閣総理大臣　宮澤　喜一
法律第37号
　　　 国立学校設置法及び国立学校特別会計

法の一部を改正する法律

〔中略〕

　（国立学校特別会計法の一部改正）
第 2条　国立学校特別会計法（昭和39年法律
第55号）の一部を次のように改正する。

　　附則第 1 項に見出しとして「（施行期日
等）」を付する。

　　附則第 2 項の前に見出しとして「（経過
措置）」を付する。

　　附則中第15項及び第16項を削り、第14項
を第24項とし、第11項から第13項までを10
項ずつ繰り下げる。

　　附則第10項の前に見出しとして「（国立
学校の廃止等に伴う経過措置）」を付し、
同項を附則第20項とする。

　　附則第 9項中「国立学校の移転」の下に
「（特別施設整備事業として行うものを除
く。）」を加え、「用地の取得費」を「施設
費」に改め、同項を附則第19項とし、附則
第 8項の次に次の10項を加える。

　（特別施設整備資金の設置）
9　この会計においては、当分の間、国立学
校設置法附則第 5項に規定する事業（以下
「特別施設整備事業」という。）の円滑な実
施を図るため、特別施設整備資金（以下
「資金」という。）を置き、この会計からの
繰入金及び附則第14項の規定による組入金
をもつてこれに充てる。この場合における
この会計の歳入及び歳出については、第 3
条の規定によるもののほか、資金からの受
入金をもつてその歳入とし、資金への繰入
金をもつてその歳出とする。

10　前項に規定するこの会計からの繰入金は、
予算の定めるところにより、繰り入れるも
のとする。

11　資金は、特別施設整備事業に要する経費
並びに特別施設整備事業のための借入金の
償還金及び利子を支弁するため必要がある
ときは、予算で定める金額を限り、この会
計の歳入に繰り入れることができる。



　（資金の経理方法）
12　資金の受払いは、大蔵大臣の定めるとこ
ろにより、この会計の歳入歳出外として経
理するものとする。
　（歳入歳出予定計算書の添付書類）
13　附則第 9項の規定により資金が置かれて
いる場合においては、第 4条の歳入歳出予
定計算書には、当該年度の資金の増減に関
する計画表を添付しなければならない。
　（剰余金の組入れ等）
14　附則第 9項の規定により資金が置かれて
いる場合においては、毎会計年度の特別施
設整備事業関連歳入額（国立学校設置法第
9条の 5第 1号に規定する特定学校財産の
処分収入（附則第18項において「特定学校
財産処分収入」という。）、資金から生ずる
収入、資金からの受入金、特別施設整備事
業のための借入金及び特別施設整備事業に
係る附属雑収入に係る歳入額をいう。）から、
当該年度の特別施設整備事業関連歳出額
（資金への繰入金、特別施設整備事業に要
する経費並びに特別施設整備事業のための
借入金の償還金及び利子に係る歳出額をい
う。）を控除して残余があるときはこれを
資金に組み入れ、不足があるときは資金か
らこれを補足するものとする。ただし、特
別施設整備事業に要する経費に係る歳出の
翌年度への繰越額に相当する金額は、翌年
度の歳入に繰り入れるものとする。
　（歳入歳出決定計算書の添付書類）
15　附則第 9項の規定により資金が置かれて
いる場合においては、第13条の歳入歳出決
定計算書には、当該年度の資金の増減に関
する実績表を添付しなければならない。
　（資金の運用）
16　資金は、資金運用部に預託して運用する
ことができる。
　（読替規定）
17　附則第 9項の規定により資金が置かれて
いる場合においては、第 6条第 2項中「歳
入歳出予定計算書」とあるのは「歳入歳出
予定計算書及び附則第13項の書類」と、第
12条第 1項及び第 2項中「毎会計年度の歳
入歳出の決算上」とあるのは「毎会計年度
の歳入額（附則第14項の特別施設整備事業
関連歳入額を除く。）から当該年度の歳出

額（同項の特別施設整備事業関連歳出額を
除く。）を控除して」と、第14条第 2 項中
「歳入歳出決定計算書」とあるのは「歳入
歳出決定計算書及び附則第15項の書類」と
する。

　（借入金）
18　この会計においては、第 7条第 1項の規
定によるほか、当分の間、特別施設整備事
業に要する施設費を支弁するため必要があ
り、かつ、特定学校財産処分収入をもつて
償還することができる見込みがあるときは、
政令で定めるところにより、この会計の負
担において、同項の借入金の例により借入
金をすることができる。

　　　附　則
　（施行期日）
1　この法律は、平成 4年 7月 1日から施行
する。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 4年 5月 6日（号外第60
号）。

8-201　 「エネルギー需給構造高度化のための
関係法律の整備に関する法律」の提
案理由説明

平成 5年 2月17日
衆議院商工委員会

　我が国は、従来から、燃料資源の輸入依存
度及び石油依存度が高く、脆弱なエネルギー
供給構造を有しておりますが、近年、こうし
た事情に加え、内外におけるエネルギー消費
量の著しい増加、大量のエネルギーの消費が
環境に及ばす影響に対する懸念の高まり等、
エネルギーをめぐる経済的社会的環境が大き
く変化している状況にあります。
　このような状況の中で、エネルギーの使用
の合理化の措置の拡充、石油代替エネルギー
の導入を促進するための措置等を構ずること
により、経済的社会的環境の変化に応じた安
定的かつ適切なエネルギー需給構造の構築を
図ることが、喫緊の課題とされているところ
であります。
　こうしたことから、政府といたしましては、
このたび、エネルギーの使用の合理化に関す
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る法律、石油代替エネルギーの開発及び導入
の促進に関する法律及び石炭並びに石油及び
石油代替エネルギー対策特別会計法を改正す
るため、本法律案を提出した次第であります。
　次に、法律案の要旨を御説明申し上げます。

〔中略〕

　第 3に、石炭並びに石油及び石油代替エネ
ルギー対策特別会計法の一部改正であります。
　その改正点は、同法の題名を「石炭並びに
石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別
会計法」に改めるとともに、「石油及び石油
代替エネルギー勘定」を「石油及びエネル
ギー需給構造高度化勘定」に改め、同勘定に
おいて、従来の石油及び石油代替エネルギー
対策に、新たにエネルギーの使用の合理化を
促進するための措置を加えた石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策を実施することとす
るものであります。
　以上が、この法律案の提案理由及び要旨で
あります。
　何とぞ慎重御審議の上、御賛同くださいま
すようお願い申し上げます。

（出所 ）「第126回国会衆議院商工委員会議録
第 2号」平成 5年 2月17日

8-202　 「エネルギー需給構造高度化のための
関係法律の整備に関する法律」（抄）

　エネルギー需給構造高度化のための関係法
律の整備に関する法律をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 5年 3月31日
 内閣総理大臣　宮澤　喜一
法律第17号
　　　 エネルギー需給構造高度化のための関

係法律の整備に関する法律

〔中略〕

　（ 石炭並びに石油及び石油代替エネルギー
対策特別会計法の一部改正）

第 3条　石炭並びに石油代替エネルギー対策
特別会計法（昭和42年法律第12号）の一部

を次のように改正する。
　　題名を次のように改める。
　　　 石炭並びに石油及びエネルギー需給構

造高度化対策特別会計法
　　第 1条第 1項中「並びに石油及び石油代
替エネルギー対策」を「及び石油及びエネ
ルギー需給構造高度化対策」に改め、同条
第 3項中「石油及び石油代替エネルギー対
策」」を「石油及びエネルギー需給構造高
度化対策」」に改め、「、石油依存度の高い
我が国のエネルギー需給事情の下において
は」を削り、「石油依存度の低下」を「内
外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ
適切なエネルギーの需給構造の構築」に、
「の施策」を「にとられる施策」に、「並び
にエネルギー」を「、エネルギー」に、「の
ために通商産業大臣が行う施策」を「並び
にエネルギーの使用の合理化の促進のため
にとられる施策であって通商産業大臣が行
うもの」に改め、同項第 7号中「及び第 7
号」を「から第 9号まで並びにエネルギー
の使用の合理化に関する法律（昭和54年法
律第49号）第21条の 2第 1号及び第 2号」
に改め、同項第 8号中「設置」の下に「又
はエネルギーの使用の合理化に資する設備
の設置若しくは建築材料の使用」を加え、
同項第 9号中「又は」を「若しくは」に改
め、「技術」の下に「又はエネルギーの使
用の合理化のための技術」を加え、同項第
11号中「石油及び石油代替エネルギー対
策」を「石油及びエネルギー需給構造高度
化対策」に改める。

　　第 2条第 2項中「石油及び石油代替エネ
ルギー勘定」を「石油及びエネルギー需給
構造高度化勘定」に改める。

　　第 2条の 2中「並びに石油及び石油代替
エネルギー勘定」を「及び石油及びエネル
ギー需給構造高度化勘定」に改める。

　　第 3 条の 2 の見出しを「（石油及びエネ
ルギー需給構造高度化勘定の歳入及び歳
出）」に改め、同条中「石油及び石油代替
エネルギー勘定」を「石油及びエネルギー
需給構造高度化勘定」に、「石油及び石油
代替エネルギー対策」を「石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策」に改める。

　　第 4条の 2中「石油及び石油代替エネル



ギー対策」を「石油及びエネルギー需給構
造高度化対策」に、「石油及び石油代替エ
ネルギー勘定」を「石油及びエネルギー需
給構造高度化勘定」に改める。
　　第 6条中「並びに石油及び石油代替エネ
ルギー勘定」を「及び石油及びエネルギー
需給構造高度化勘定」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、平成 5年 4月 1日から
施行する。

〔中略〕

　（ 石炭並びに石油及び石油代替エネルギー
対策特別会計法の一部改正に伴う経過措
置）

第 3条　第 3条の規定による改正後の石炭並
びに石油及びエネルギー需給構造高度化対
策特別会計法（以下この条において「新特
別会計法」という。）の規定は、平成 5 年
度の予算から適用し、平成 4年度の収入及
び支出並びに同年度以前の年度の決算に関
しては、なお従前の例による。この場合に
おいて、同条の規定による改正前の石炭並
びに石油及び石油代替エネルギー対策特別
会計法（以下この条において「旧特別会計
法」という。）に基づく石炭並びに石油及
び石油代替エネルギー対策特別会計（以下
この条において「旧特別会計」という。）
の石炭勘定又は石油及び石油代替エネル
ギー勘定の平成 5年度の歳入に繰り入れる
べき金額があるときは、新特別会計法に基
づく石炭並びに石油及びエネルギー需給構
造高度化対策特別会計（以下この条におい
て「新特別会計」という。）の石炭勘定又
は石油及びエネルギー需給構造高度化勘定
の歳入にそれぞれ繰り入れるものとする。
2　この法律の施行の際旧特別会計の石炭勘
定又は石油及び石油代替エネルギー勘定に
所属する権利義務は、新特別会計の石炭勘
定又は石油及びエネルギー需給構造高度化
勘定にそれぞれ帰属するものとする。
3　旧特別会計の石炭勘定又は石油及び石油
代替エネルギー勘定の平成 4年度の歳出予
算の経費の金額のうち、旧特別会計法第15

条第 1項の規定により繰越しをするものは、
新特別会計の石炭勘定又は石油及びエネル
ギー需給構造高度化勘定にそれぞれ繰り越
して使用することができる。

　（罰則に関する経過措置）
第 4条　この法律の施行前にした行為に対す
る罰則の適用については、なお従前の例に
よる。

　（ 退職職員に支給する退職手当支給の財源
に充てるための特別会計からする一般会
計への繰入れに関する法律の一部改正）

第 5条　退職職員に支給する退職手当支給の
財源に充てるための特別会計からする一般
会計への繰入れに関する法律（昭和25年法
律第62号）の一部を次のように改正する。

　　第 1条中「石炭並びに石油及び石油代替
エネルギー対策特別会計」を「石炭並びに
石油及びエネルギー需給構造高度化対策特
別会計」に改める。

　（ 国税収納金整理資金に関する法律の一部
改正）

第 6 条　国税収納金整理資金に関する法律
（昭和29年法律第36号）の一部を次のよう
に改正する。

　　第 6条第 2項中「石炭並びに石油及び石
油代替エネルギー対策特別会計」を「石炭
並びに石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計」に改める。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 5年 3月31日（号外特第　
7　号）。

8-203　 「石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う
関係法律の整備に関する法律」の提
案理由説明

平成12年 2 月24日
 衆議院石炭対策特別委員会

　石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法
律の整備等に関する法律案につきまして、そ
の提案理由及び要旨を御説明申し上げます。
　現行の石炭対策は、90年代を石炭鉱業の構
造調整の最終段階と位置づけ、平成 4年度以
降、石炭鉱業の構造調整等を図るため所要の
措置を講じてまいりました。この結果、昨年
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8 月の石炭鉱業審議会及び産炭地域振興審議
会の答申にもありますように、現行の石炭対
策の期限である平成13年度末までの間に十全
の措置を講ずることにより、石炭対策の目的
を達成することができる状況に至ったところ
であります。
　このため、石炭対策の完了に必要な財源措
置を講ずるとともに、石炭対策関係法律を廃
止し、あわせて所要の経過措置を設けること
が必要であるため、本法律案を提出した次第
であります。
　次に、本法律案の要旨を御説明申し上げま
す。
　第 1に、石炭他並びに石油及びエネルギー
需給構造高度化対策特別会計法の一部改正で
あります。
　平成12年度及び平成13年度に、石炭勘定の
負担において借入金をする等、政策経費を確
保するための措置を講じます。
　また、政策経費の歳出が終了する平成13年
度末をもって石炭勘定を廃止し、平成18年度
末までの間、借入金の償還を経理する勘定を
暫定的に設置いたします。

〔中略〕

　以上が、本法律案の提案理由及びその要旨
であります。
　何とぞ、慎重御審議の上、御賛同ください
ますようにお願い申し上げます。

（出所 ）「第147回国会衆議院石炭対策特別委
員会議録第 3号」平成12年 2 月24日。

8-204　 「石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う
関係法律の整備等に関する法律」（抄）

　石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法
律の整備等に関する法律をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成12年 3 月31日
 内閣総理大臣　小渕　恵三
法律第16号
　　　 石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関

係法律の整備等に関する法律

〔中略〕

　（ 石炭並びに石油及びエネルギー需給構造
高度化対策特別会計法の一部改正）

第 7条　石炭並びに石油及びエネルギー需給
構造高度化対策特別会計法（昭和42年法律
第12号）の一部を次のように改正する。

　　附則中第 2項を削り、第 3項を第 2項と
し、第 4項から第 6項までを 1項ずつ繰り
上げる。

　　附則第 7項中「平成11年度」を「平成13
年度」に改め、同項を附則第 6項とする。

　　附則第 8項を附則第 7項とし、同項の次
に次の 1項を加える。
8　附則第 6項の規定による借入金のうち、
平成12年度又は平成13年度に借り入れた借
入金にあつては平成19年 3 月31日までに、
その他の借入金にあつてはその借入れをし
たときから 4年（平成10年度に借り入れた
借入金にあつては 3年、平成11年度に借り
入れた借入金にあつては 2年）内に償還し
なければならない。

　　附則第10項中「附則第 7項又は」を削る。
　　附則第11項及び第12項中「附則第 7項」
を「附則第 6項」に改める。

　　附則第13項中「附則第 7項」を「附則第
6項」に、「附則第 6項」を「附則第 5項」
に改める。

　　附則に次の 1項を加える。
16　平成12年度及び平成13年度においては、
第 3条第 1項の規定にかかわらず、石油代
替エネルギーの開発及び導入の促進に関す
る法律附則第22条の規定による納付金であ
つて石炭勘定に帰属するものは、石炭勘定
の歳入とする。

第 8条　石炭並びに石油及びエネルギー需給
構造高度化対策特別会計法の一部を次のよ
うに改正する。

　　第 1条第 2項第 1号中「石炭鉱業構造調
整臨時措置法（昭和30年法律第156号）そ
の他の法令に基づき、又は」を削り、同号
イ中「石炭鉱業構造調整臨時措置法」を
「石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係
法律の整備等に関する法律（平成12年法律
第16号）第 2条の規定による廃止前の石炭
鉱業構造調整臨時措置法（昭和30年法律第



156号）」に改め、同項第 2号を削り、同項
第 3号を同項第 2号とし、同項第 4号を削
り、同項第 5号中「前各号」を「前 2号」
に改め、同号を同項第 3号とする。
　　第 3条第 2項第 1号を削り、同項第 2号
中「補助金」の下に「（交付金、補給金、
補償金その他の給付金を含む。以下この項
及び次条において同じ。）」を加え、同号を
同項第 1号とし、同項中第 3号を第 2号と
し、第 4号を第 3号とし、第 5号を削り、
同項第 6 号中「第 1 条第 2 項第 3 号」を
「第 1 条第 2 項第 2 号」に改め、同号を同
項第 4号とし、同項中第 6号の 2を削り、
第 7号を第 5号とし、第 8号を第 6号とし、
第 9号を第 7号とする。
第 9条　石炭並びに石油及びエネルギー需給
構造高度化対策特別会計法の一部を次のよ
うに改正する。
　　題名を次のように改める。
　　　 石油及びエネルギー需給構造高度化対

策特別会計法
　　第 1条第 1項中「石炭対策及び」を削り、
同条第 2 項を削り、同条第 3 項第 2 号中
「補助」の下に「（交付金、補給金、補償金
その他の給付金の交付を含む。以下この項
において同じ。）」を加え、同項を同条第 2
項とする。
　　第 2条第 1項中「、厚生労働大臣」を削
り、同条第 2項中「石炭勘定又は石油及び
エネルギー需給構造高度化勘定及び」を削
り、「所管大臣の全部又は一部」を「財務
大臣又は経済産業大臣」に改める。
　　第 2条の 2及び第 3条を削る。
　　第 3 条の 2 の見出しを「（歳入及び歳
出）」に改め、同条第 1 項中「石油及びエ
ネルギー需給構造高度化勘定」を「この会
計」に改め、同項第 1号中「第 4条の 2」
を「第 4条」に改め、同項第 2号中「第 1
条第 3 項第10号」を「第 1 条第 2 項第10
号」に改め、同項第 3号中「勘定」を「会
計」に改め、同項第 4号中「勘定」を「会
計」に改め、「補助金」の下に「（交付金、
補給金、補償金その他の給付金を含む。次
項において同じ。）」を加え、同条第 2項中
「石油及びエネルギー需給構造高度化勘定」
を「この会計」に改め、同項第 1号中「第

1条第 3項第 1号」を「第 1条第 2項第 1
号」に改め、同項第 2号中「第 1条第 3項
第 2号」を「第 1条第 2項第 2号」に改め、
同項第 3 号中「第 1 条第 3 項第10号」を
「第 1 条第 2 項第10号」に改め、同条を第
3条とする。

　　第 4条を削る。
　　第 4条の 2中「石油及びエネルギー需給
構造高度化勘定」を「この会計」に改め、
同条を第 4条とする。

　　第 6条中「、石炭勘定及び石油及びエネ
ルギー需給構造高度化勘定に区分し、各勘
定において」を削る。

　　第 8条中「各勘定に」を「この会計に」
に改め、「当該各勘定の」を削る。

　　第11条中「各勘定」を「この会計」に改
める。

　　第12条第 1項中「各勘定に」を「この会
計に」に、「当該各勘定」を「この会計」
に改め、同条第 3項ただし書を削り、同条
第 4項を削る。

　　第14条中「並びに同条第 3項ただし書の
規定により借り換えた一時借入金の償還金
及び利子」を削る。

　　第15条第 1 項中「各勘定」を「この会
計」に改める。

　　附則第 5項中「の石炭勘定」を削る。
　　附則中第16項を第20項とし、第15項を第
19項とし、第14項を第18項とする。

　　附則第13項を削る。
　　附則第12項中「この会計の」を「附則第
12項に規定する」に改め、同項を附則第17
項とする。

　　附則第11項を附則第16項とする。

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、公布の日から施行する。
ただし、第 2条、第 8条及び第10条（石油
代替エネルギーの開発及び導入の促進に関
する法律附則第24条及び第25条の改正規定
に限る。）並びに附則第 2条から第 7条まで、
第10条、第12条、第14条、第15条、第17条
から第21条まで及び第29条の規定は平成14
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年 3月31日から、第 4条、第 6条、第 9条
及び第10条（石油代替エネルギーの開発及
び導入の促進に関する法律第28条及び附則
第23条の改正規定に限る。）並びに附則第
8条、第 9条、第13条、第16条及び第22条
から第27条までの規定は同年 4月 1日から
施行する。

〔中略〕

　（ 石炭並びに石油及びエネルギー需給構造
高度化対策特別会計法の一部改正に伴う
経過措置）

第 9条　第 9条の規定による改正後の石油及
びエネルギー需給構造高度化対策特別会計
法（以下この条において「新特別会計法」
という。）の規定は、平成14年度の予算か
ら適用し、平成13年度の収入及び支出並び
に同年度以前の年度の決算に関しては、な
お従前の例による。この場合において、同
条の規定による改正前の石炭並びに石油及
びエネルギー需給構造高度化対策特別会計
法（以下この条において「旧特別会計法」
という。）に基づく石炭並びに石油及びエ
ネルギー需給構造高度化対策特別会計（以
下この条において「旧特別会計」という。）
の石炭勘定又は石油及びエネルギー需給構
造高度化勘定の平成14年度の歳入に繰り入
れるべき金額があるときは、新特別会計法
附則第12項に規定する石炭勘定又は石油及
びエネルギー需給構造高度化勘定の歳入に
それぞれ繰り入れるものとする。
2　第 9条の規定の施行の際旧特別会計の石
炭勘定又は石油及びエネルギー需給構造高
度化勘定に所属する権利及び義務は、新特
別会計法附則第12項に規定する石炭勘定又
は石油及びエネルギー需給構造高度化勘定
にそれぞれ帰属するものとする。
3　旧特別会計の石炭勘定又は石油及びエネ
ルギー需給構造高度化勘定の平成13年度の
歳出予算の経費の金額のうち、旧特別会計
法第15条第 1項の規定による繰越しをする
ものは、新特別会計法附則第12項に規定す
る石炭勘定又は石油及びエネルギー需給構
造高度化勘定にそれぞれ繰り越して使用す
ることができる。

〔中略〕

　（ 財政構造改革の推進に関する特別措置法
の一部改正）

第24条　財政構造改革の推進に関する特別措
置法（平成 9 年法律第109号）の一部を次
のように改正する。

　　第28条中「石炭並びに石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策特別会計」を「石
油及びエネルギー需給構造高度化対策特別
会計」に改め、「石油及びエネルギー需給
構造高度化勘定」を削る。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成12年 3 月31日（号外第62
号）。

8-205　 「農業共済再保険特別会計の農業勘定
における平成 5 年度の再保険金の支
払財源の不足に対処するための特別
措置に関する法律」

　農業共済再保険特別会計の農業勘定におけ
る平成 5年度の再保険金の支払財源の不足に
対処するための特別措置に関する法律をここ
に公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 5年12月17日
 内閣総理大臣　細川　護煕
法律第95号
　　　 農業共済再保険特別会計の農業勘定に

おける平成 5年度の再保険金の支払財
源の不足に対処するための特別措置に
関する法律

　（趣旨）
第 1条　この法律は、平成 5年度において低
温等による水稲等の被害が甚大であったこ
とにより農業共済再保険特別会計の農業勘
定に生ずる平成 5年度の再保険金の支払財
源の不足に対処するため必要な特別措置に
ついて定めるものとする。

　（借入金）
第 2条　政府は、農業共済再保険特別会計の
農業勘定における平成 5 年度の再保険金
（以下「平成 5年度再保険金」という。）の
支払財源の不足に充てるため農業共済再保



険特別会計法（昭和19年法律第11号。以下
「法」という。）第 8条の規定により平成 5
年度において借り入れた借入金（以下「平
成 5 年度借入金」という。）に係る債務を
弁済するため必要があるときは、同特別会
計の農業勘定の負担において借入金をする
ことができる。
　（一般会計からの繰入れ）
第 3条　政府は、次の各号に掲げる借入金及
び一時借入金の利子の財源に充てるため、
これらの利子に相当する金額を、一般会計
から農業共済再保険特別会計の農業勘定に
繰り入れるものとする。
　一 　平成 5年度借入金及び前条の規定によ
る借入金

　二 　平成 5年度再保険金の支払及び前号の
借入金に係る債務の弁済に起因する法第
9条第 2項の規定による一時借入金

2　政府は、前項に定めるもののほか、農業
共済再保険特別会計の農業勘定における再
保険事業の適正な運営を確保するため必要
があるときは、平成 5年度借入金又は前条
の規定による借入金の償還金の財源に充て
るため、予算で定めるところにより、一般
会計から同特別会計の農業勘定に繰り入れ
ることができる。
　（食糧管理特別会計からの繰入れ）
第 4条　政府は、平成 5年産の米穀の減収に
対処するため輸入される米穀の平成 5年11
月 1 日から平成 6年10月31日までの間にお
ける売買により食糧管理特別会計の輸入食
糧管理勘定に生ずる利益として政令で定め
るところにより算定した金額に相当する金
額を、平成 5年度借入金又は第 2条の規定
による借入金の償還金の財源に充てるため、
同特別会計の輸入食糧管理勘定から農業共
済再保険特別会計の農業勘定に繰り入れる
ものとする。
2　前項の規定による繰入金は、食糧管理特
別会計の輸入食糧管理勘定の歳出とし、農
業共済再保険特別会計の農業勘定の歳入と
する。
　（剰余金の処理）
第 5条　政府は、第 3条第 2項及び前条の規
定による繰入金については、後日、農業共
済再保険特別会計の農業勘定において決算

上の剰余を生じた場合において、法第 6条
第 2項の規定により同特別会計の再保険金
支払基金勘定へ繰り入れるべき金額を控除
して、なお残余があるときは、同項の規定
にかかわらず、第 3条第 2項及び前条の規
定による繰入金の合計額から平成 5年度再
保険金のうち著しく異常な災害に係る部分
に相当する再保険金の額として過去の被害
率の平均及び分布状況を勘案して算定した
政令で定める金額を控除した金額に相当す
る金額に達するまでの金額を、政令で定め
るところにより、一般会計又は食糧管理特
別会計の輸入食糧管理勘定に繰り入れなけ
ればならない。
2　前項の規定による食糧管理特別会計の輸
入食糧管理勘定への繰入金は、同勘定の歳
入とする。

　（ 農業勘定における積立金の歳入への繰入
れ）

第 6条　政府は、平成 5年度再保険金の支払
財源の不足に充てるため、農業共済再保険
特別会計の農業勘定における法第 6条第 2
項の規定による積立金を同勘定の歳入に繰
り入れることができる。

　　　附　則
　この法律は、公布の日から施行する。
 大蔵大臣　藤井　裕久
 農林水産大臣　畑　英次郎
 内閣総理大臣　細川　護煕

（出所 ）『官報』平成 5年12月17日（号外特第
26号）。

8-206　 「主要食糧の需給及び価格の安定に関
する法律」（抄）

　主要食糧の需給及び価格の安定に関する法
律をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 6年12月14日
 内閣総理大臣　村山　富市
法律第113号
　　　 主要食糧の需給及び価格の安定に関す

る法律
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〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、公布の日から起算して
1年を超えない範囲内において政令で定め
る日から施行する。ただし、次の各号に掲
げる規定は、それぞれ当該各号に定める日
から施行する。
　一 　第60条、第61条第 8項、第62条、第63
条、第65条、第67条、第68条第 2項中第
61条第 8項の準用に係る部分、第69条中
第63条の準用に係る部分、第70条、第71
条第 3項、第85条（第 2号に係る部分に
限る。）及び第90条中第85条第 2 号に係
る部分の規定並びに附則第 6条第 1項及
び第 2項、附則第10条、附則第13条（食
糧管理特別会計法（大正10年法律第37
号）第 1条の改正規定中「食糧管理」を
「食糧ノ需給及価格ノ安定」に改める部
分を除く。）並びに附則第16条の規定　
平成 7年 4月 1日（世界貿易機関を設立
するマラケシュ協定が日本国について効
力を生ずる日が平成 7年 4月 1日後とな
る場合には、当該協定が日本国について
効力を生ずる日以後の政令で定める日）

〔中略〕

　（食糧管理特別会計法の一部改正）
第13条　食糧管理特別会計法の一部を次のよ
うに改正する。
　　第 1条中「食糧管理」を「食糧ノ需給及
価格ノ安定」に改め、「貯蔵」の下に「並
麦等ノ輸入ニ係ル納付金ノ受入」を加える。
　　第 6 条中「売渡代金」の下に「、麦等
（飼料用ヲ除ク）ノ輸入ニ係ル納付金」を
加え、同条に次の 2項を加える。
　　前項ニ定ムルモノノ外国内米管理勘定ニ
於テハ輸入食糧管理勘定ヨリノ受入金ヲ以
テ其ノ歳入トシ輸入食糧管理勘定ニ於テハ
国内米管理勘定ヘノ繰入金ヲ以テ其ノ歳出
トス
　　前項ノ国内米管理勘定ヘノ繰入金ハ同勘
定ニ於ケル備蓄ニ係ル損失ヲ補填スル為輸
入食糧管理勘定ニ於ケル輸入ニ係ル米穀等

ノ売買ニ因リ生ズル利益ノ額ヲ国内米管理
勘定ニ於ケル備蓄ニ係ル損失ノ額ヲ限度ト
シテ予算ノ定ムル所ニ依リ輸入食糧管理勘
定ヨリ之ヲ繰入ルルモノトス

　　第 6条ノ 2ノ 2中「売渡代金」の下に「、
麦等（飼料用ニ限ル）ノ輸入ニ係ル納付
金」を加える。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 6年12月14日（号外特第
26号）。

8-207　 「漁船再保険及漁業共済保険特別会計
における漁業共済に係る保険金の支
払財源の不足に充てるための一般会
計からする繰入金に関する法律」

　漁業再保険及漁業共済保険特別会計におけ
る漁業共済に係る保険金の支払財源の不足に
充てるための一般会計からする繰入金に関す
る法律をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 7年 2月15日
 内閣総理大臣　村山　富市
法律第 7号
　　　 漁業再保険及漁業共済保険特別会計に

おける漁業共済に係る保険金の支払財
源の不足に充てるための一般会計から
する繰入金に関する法律

1　政府は、漁船再保険及漁業共済保険特別
会計の漁業共済保険勘定における漁業共済
に係る保険金の支払財源の不足に充てるた
め、平成 6年度において、一般会計から、
92億2478万6000円を限り、同特別会計の漁
業共済保険勘定に繰り入れることができる。
2　政府は、前項の規定による繰入金につい
ては、後日、漁船再保険及漁業共済保険特
別会計の漁業共済保険勘定において決算上
の剰余を生じた場合には、漁船再保険及漁
業共済保険特別会計法（昭和12年法律第24
号）第 3条ノ 5第 1項の規定にかかわらず、
当該繰入金に相当する金額に達するまでの
金額を一般会計に繰り入れなければならな
い。

　　　附　則
　この法律は、公布の日から施行する。



 大蔵大臣　武村　　正義
 農林水産大臣　大河原太一郎
 内閣総理大臣　村山　　富市

（出所 ）『官報』平成 7 年 2 月15日（第1584
号）。

8-208　 「国有林野事業の改革のための特別措
置法及び国有林野事業の改革のため
の関係法律の整備に関する法律」の
提案理由説明

平成10年 5 月15日
衆議院日本国有鉄道清算事業団の債務処理及
び国有林野事業の改革等に関する特別委員会

〔中略〕

　第 3に、国有林野事業特別会計法の改正に
ついてであります。
　国有林野事業特別会計の設置の目的に、国
有林野事業を国有林野の有する公益的機能の
維持増進を基本としつつ運営することを加え
るとともに、公益林の管理費等に対する一般
会計からの繰入規定の整備を行うこととして
おります。

（出所 ）「第142回国会衆議院日本国有鉄道清
算事業団の債務処理及び国有林野事業
の改革等に関する特別委員会議録第 2
号」平成10年 5 月15日。

8-209　 「国有林野事業の改革のための特別措
置法」

　国有林野事業の改革のための特別措置法を
ここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成10年10月19日
 内閣総理大臣　小渕　恵三
法律第134号
　　　 国有林野事業の改革のための特別措置

法
目次
　第 1章　総則（第 1条―第 4条）
　第 2章　 業務運営の方針（第5条―第9条）
　第 3章　実施体制の効率化

　　第 1節　 基本的な方針（第10条・第11条）
　　第 2節　 特別給付金（第12条―第14条）
　第 4章　財務の健全化
　　第 1節　 債務の処理（第15条―第17条）
　　第 2節　 国有林野事業特別会計法の特例

（第18条―第22条）
　附則
　　　　第 1章　総則
　（目的）
第 1条　この法律は、国有林野事業（国有林
野事業特別会計法（昭和22年法律第38号）
第 1条第 2項に規定する国有林野事業をい
う。以下同じ。）の危機的な財務状況に対
処するため、その抜本的な改革の趣旨及び
全体像を明らかにすることにより、国有林
野事業の改革についての国民の理解を深め
るとともに、あわせて、特定の債務の一般
会計への帰属その他国有林野事業の改革の
ために必要な特別措置について定めること
を目的とする。

　（国有林野事業の改革の趣旨）
第 2条　国有林野事業の改革は、林業をめぐ
る諸情勢の著しい変化による収入の減少、
債務の累増等による国有林野事業の危機的
な財務状況に対処して、その財政の健全性
を回復し、及び国民共通の財産である国有
林野（国有林野事業の対象とする国有林野
をいう。以下同じ。）を将来にわたって適
切かつ効率的に管理経営する体制を確立す
ることにより、国土の保全その他公益的機
能の維持増進、林産物の持続的かつ計画的
な供給、地域における産業の振興その他の
国有林野事業の使命を十全に果たし、もっ
て国民経済の発展及び国民生活の安定に資
するために行われるものとする。

　（国の債務）
第 3条　国は、この法律に定める方針に従い
必要な施策を総合的かつ計画的に実施し、
国有林野事業の改革を確実かつ円滑に遂行
しなければならない。

　（集中改革期間）
第 4条　国有林野事業の改革は、平成15年度
までの期間を集中改革期間として実施する
ものとする。

　　　　第 2章　業務運営の方針
　（ 公益的機能の維持増進を旨とする管理経
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営への転換）
第 5条　政府は、国土の保全その他国有林野
の有する公益的機能の重要性にかんがみ、
国有林野の管理経営の方針について、林産
物の供給に重点を置いたものから公益的機
能の維持増進を旨とするものへと転換する
こととする。
2　政府は、前項の方針に従い、複層林施業、
長伐期施業その他の森林の公益的機能の維
持増進を図るための森林施業を積極的に推
進するものとする。
　（国民の意見を反映した管理経営の実施）
第 6条　政府は、国有林野事業を適切に実施
するため、あらかじめ広く国民の意見を聴
いて、国及び地域の段階で、それぞれ国有
林野の管理経営に関する計画を策定し、こ
れらを公表するものとする。
2　政府は、前項の計画において、前条第 1
項の方針に従った管理経営の内容を明らか
にするものとする。
　（民間事業者への業務委託の推進）
第 7条　政府は、民間事業者の能力を活用し
つつ国有林野事業を効率的に実施するもの
とし、このため、集中改革期間において、
伐採、造林並びに林道の開設及び改良の実
施行為を民間事業者に委託して行うことを
緊急に推進し、集中改革期間終了後できる
だけ早い時期に、当該実施行為のすべてを
民間事業者に委託して行うものとする。
　（国民による国有林野の利用の推進）
第 8条　政府は、国民共通の財産である国有
林野について、その有する公益的機能の維
持増進との調和を図りつつ、公衆の保健の
ための利用、自主的な森林整備のための利
用その他の国民による利用に積極的に供す
るものとする。
　（国有林野事業の実施状況の公表）
第 9条　政府は、国有林野の管理経営が適切
に実施されていることを国民に対し明らか
にするため、毎年度、国有林野事業の実施
状況を公表するものとする。
　　　　第 3章　実施体制の効率化
　　　　　第 1節　基本的な方針
　（職員数の適正化）
第10条　政府は、国有林野事業（国有林野事
業特別会計の国有林野事業勘定（以下「事

業勘定」という。）においてその事務を取
り扱う治山事業を含む。以下この節におい
て同じ。）の効率的な実施体制を整備する
ため、集中改革期間において、国有林野事
業に係る職員数の適正化を緊急に推進し、
集中改革期間終了後できるだけ早い時期に、
その職員数を業務に応じた必要かつ最小限
のものとする。
2　農林水産大臣は、集中改革期間の開始後
一月以内に、国有林野事業に係る職員数の
適正化の目標、その達成のために講じよう
とする施策その他国有林野事業に係る職員
数の適正化に関する基本的な事項につき、
閣議の決定を求めなければならない。

　（組織の再編）
第11条　政府は、国有林野事業に係る組織を
簡素かつ効率的なものに再編するものとす
る。

　　　　　第 2節　特別給付金
　（特別給付金の支給）
第12条　農林水産大臣は、集中改革期間にお
いて国有林野事業に係る職員数の適正化を
緊急に推進するため、集中改革期間中の毎
年度、退職を希望する国有林野事業職員
（国有林野事業を行う国の経営する企業に
勤務する一般職の国家公務員をいう。以下
同じ。）の募集を行う場合において、国有
林野事業職員がこれに応じて退職を申し出
たときは、その者が次の各号のいずれかに
該当する場合を除き、その者について退職
を希望する国有林野事業職員である旨の認
定を行うことができる。

　一 　当該退職を申し出た年度の末日までに
60歳（農林水産省令で定める要件に該当
する者にあっては、63歳、次条第 1項に
おいて同じ。）となる者

　二 　国の経営する企業に勤務する職員の給
与等に関する特例法（昭和29年法律第
141号）第 2 条第 2 項の政令で定める官
職にある者又は同法第 5条に規定する常
勤の職員

　三 　前 2号に掲げるもののほか、常時勤務
に服することを要しない者で農林水産省
令で定める要件に該当するもの

2　政府は、前項の認定を受けた国有林野事
業職員が退職したときは、その者が次の各



号のいずれかに該当する場合を除き、その
者に対し、特別の給付金（以下「特別給付
金」という。）を支給するものとする。
　一 　国家公務員退職手当法（昭和28年法律
第182号）第 3 条、第 4 条第 1 項及び第
5条第 1項の規定の適用を受けないで退
職した者

　二 　傷病又は死亡により退職した者
3　特別給付金は、第 1項の認定を受けた年
度の末日までに退職した者に対し支給する
ものとする。
　（特別給付金の額）
第13条　特別給付金の額は、退職の日におけ
るその者の給与のうち一般職の職員の給与
に関する法律（昭和25年法律第95号）に規
定する俸給、扶養手当及び調整手当に相当
するものの月額の合計額（その者の勤続期
間が 5年以上の場合にあっては、その額に、
1．4 を乗じて得た額）に、その者が60歳
に達する日の属する年度とその者が前条第
1項の認定を受けた日の属する年度との差
に相当する年数（15年を超える場合にあっ
ては、15年）を乗じて得た金額とする。
2　前項の特別給付金の額の算定の基礎とな
る勤続期間の計算については、国家公務員
退職手当法第 7条第 1項から第 5項までの
規定を準用する。この場合において、必要
な技術的読替えは、政令で定める。
　（特別給付金の返還等）
第14条　特別給付金の支給を受けた者が次の
各号のいずれかに該当することとなった場
合には、その者は、農林水産省令で定める
ところにより、その支給を受けた特別給付
金に相当する金額を政府に返還しなければ
ならない。
　一 　その支給に係る退職をした日から起算
して 1年以内に農林水産省の職員（常時
勤務に服することを要しない者で農林水
産省令で定める者を除く。）として採用
されたとき。

　二 　国家公務員退職手当法第12条の 3第 1
項の規定により支給を受けた一般の退職
手当等の全部又は一部を返納させられる
こととなったとき。

2　政府は、特別給付金の支給を受けること
ができることとなった者であってその支給

を受けていないものが前項各号のいずれか
に該当することとなった場合には、第12条
第 2項の規定にかかわらず、その者に対し、
特別給付金を支給しない。
3　政府は、特別給付金の支給を受けること
ができることとなった者であってその支給
を受けていないものが国家公務員退職手当
法第12条の 2第 1項の規定による一般の退
職手当等の支給を一時差し止める処分を受
けた場合には、第12条第 2項の規定にかか
わらず、その者に対し、特別給付金を支給
しない。ただし、当該処分が取り消された
場合は、この限りではない。

　　　　第 4章　財務の健全化
　　　　　第 1節　債務の処理
　（借入金の一般会計への帰属等）
第15条　政府は、この法律の施行の時におい
て、その時における事業勘定の負担に属す
る次に掲げる業務を、一般会計に帰属させ
る。

　一 　平成 7年 9月29日までに借り入れられ
た借入金に係る債務

　二 　前号に掲げる債務に係る利子であって、
この法律の施行の日以前に発生しており、
かつ、同日以降に支払われることとされ
ているものに係る債務

2　前項の規定により一般会計に帰属する債
務のうち政府が貸し付けた資金に係るもの
の償還期限は、平成11年 3 月31日までの間
において政令で定める日とする。

　（事業勘定における債務の処理）
第16条　政府は、この法律の施行の時におい
て事業勘定の負担に属する借入金に係る債
務（前条第 1項の規定により一般会計に帰
属したものを除く。）について、その償還
及び当該債務に係る利子の支払の確実かつ
円滑な実施により、この法律の施行の日か
ら50年を経過した日の属する年度の末日ま
でに着実に処理するものとする。
2　政府は、前項の債務の処理を推進するた
め、第19条及び第21条に規定する措置を講
ずるものとする。

　（国会への報告）
第17条　政府は、国会に対し、毎年度、前 2
条の規定による国有林野事業に係る債務の
処理に関する施策の実施の状況を報告しな
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ければならない。
　　　　　第 2節　 国有林野事業特別会計法

の特例
　（退職手当等に係る借入金）
第18条　事業勘定においては、集中改革期間
において、国有林野事業特別会計法の規定
による借入金のほか、政令で定めるところ
により、国有林野事業職員が退職した場合
に国家公務員退職手当法の規定に基づき支
給する退職手当及び第12条第 2項の規定に
より支給する特別給付金の財源に充てるた
め、この勘定の負担において、借入金をす
ることができる。
2　前項の規定による借入金については、国
有林野事業特別会計法第 5条第 1項の規定
による借入金とみなして、同条第 2項並び
に同法第 7条及び第 8条の規定を適用する。
　（借入金の償還金に係る借入金）
第19条　事業勘定においては、第16条第 1項
に規定する年度までの間において、国有林
野事業特別会計法の規定による借入金のほ
か、この勘定の負担に属する借入金の償還
金の財源に不足を生ずると認められるとき
は、その財源に充てるため、この勘定の負
担において、借入金をすることができる。
2　前項の規定による借入金については、前
条第 2項の規定を準用する。
　（平成10年度における借入金の特例）
第20条　事業勘定においては、平成10年度に
おいて、国有林野事業特別会計法の規定に
よる借入金、附則第 2条の規定による廃止
前の国有林野事業改善特別措置法（昭和53
年法律第88号）第 4条第 1項及び第 2項の
規定による借入金並びに第18条第 1項及び
前条第 1項の規定による借入金のほか、こ
の勘定における経費の財源に充てるため必
要があるときは、この勘定の負担において、
借入金をすることができる。
2　前項の規定による借入金については、第
18条第 2項の規定を準用する。
　（ 借入金の利子に係る一般会計からの繰入
れ）

第21条　政府は、事業勘定の負担に属する借
入金（政令で定めるものを除く。）について、
第16条第 1項に規定する年度までの期間中
の毎年度、予算の範囲内において、当該年

度において支払うべき利子に充てるべき金
額（平成10年度にあっては、この法律の施
行の日から平成11年 3 月31日までの間にお
いて支払うべき利子に充てるべき金額）を、
一般会計から事業勘定に繰り入れるものと
する。

　（損失の処理の特例）
第22条　事業勘定においては、第16条第 1項
に規定する年度までの間において、国有林
野事業特別会計法第12条第 2項の規定によ
り繰り越した損失を、資本剰余金を減額し
て整理することができるものとする。

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、公布の日から施行する。
　（国有林野事業改善特別措置法の廃止）
第 2条　国有林野事業改善特別措置法は、廃
止する。

　（ 国有林野事業改善特別措置法の廃止に伴
う経過措置）

第 3条　前条の規定による廃止前の国有林野
事業改善特別措置法第 8条第 2項に規定す
る特別給付金の支給を受けた者については、
同法第10条第 1項の規定は、この法律の施
行後も、なおその効力を有する。

 大蔵大臣　宮澤　喜一
 農林水産大臣　中川　昭一
 内閣総理大臣　小渕　恵三

（出所 ）『官報』平成10年10月19日（号外特第
14号）。

8-210　 「国有林野事業の改革のための関係法
律の整備に関する法律」（抄）

　国有林野事業の改革のための関係法律の整
備に関する法律をここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成10年10月19日
 内閣総理大臣　小渕　恵三
法律第135号
　　　 国有林野事業の改革のための関係法律

の整備に関する法律



〔中略〕

　（国有林野事業特別会計法の一部改正）
第 4条　国有林野事業特別会計法（昭和22年
法律第38号）の一部を次のように改正する。
　　第 1条第 1項中「国有林野事業を」の下
に「国有林野の有する公益的機能の維持増
進を基本としつつ」を加え、同条第 2項中
「国有林野法」を「国有林野の管理経営に
関する法律（昭和26年法律第246号）」に改
め、同条第 3 項第 1 号中「（国有林野事業
に該当するものを除く。以下次号において
「治山事業」という。）」を削り、同項第 2
号中「治山事業」を「法第 2 条の治山事
業」に改める。
　　第 8条の 3を第 8条の 4とし、第 8条の
2を第 8条の 3とし、第 8条の次に次の一
条を加える
　　第 8条の 2　次に掲げる経費の額に相当
する金額は、予算の範囲内において、一般
会計から国有林野事業勘定に繰り入れるも
のとする。
　　一 　国有林野（国有林野の管理経営に関

する法律第 2条に規定する国有林野を
いう。以下この条において同じ。）の
うち森林法（昭和26年法律第249号）
第25条第 1項又は第 2項の規定により
保安林として指定された森林その他の
公益的機能が高い森林（次号において
「公益林」という。）における松くい虫
の駆除又はそのまん延の防止、標識の
設置その他の森林保全に要する経費で
政令で定めるもの

　　二 　前号に掲げるもののほか、国有林野
における森林法第25条第 1項又は第 2
項の規定による保安林の指定のための
調査に要する経費その他の公益林の管
理に関する事務に要する経費で政令で
定めるもの

　　三 　森林法第 7条の 2第 1項の規定に基
づく森林計画の作成に要する経費

　　四 　国有林野を利用して行う森林及び林
業に関する知識の普及並びに林業技術
の指導に要する経費で政令で定めるも
の

　　五 　国有林野の管理経営上重要な林道の

開設に要する経費その他の国有林野事
業に係る事業施設費で政令で定めるも
の

　　附則第13条第 1 項中「（昭和26年法律第
249号）」を削る。

〔中略〕

　　　附　則
　（施行期日）
第 1条　この法律は、公布の日から施行する。
ただし、第 2条及び第 5条並びに附則第 4
条から第 6条まで、第 9条、第14条及び第
18条の規定は、平成11年 3 月 1 日から施行
する。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成10年10月19日（号外特第
14号）。

8-211　 「財政構造改革の推進に関する特別措
置法」（抄）

　財政構造改革の推進に関する特別措置法を
ここに公布する。
　御　名　　御　璽
　　平成 9年12月 5 日
 内閣総理大臣　橋本龍太郎
法律第109号
　　　 財政構造改革の推進に関する特別措置

法

〔中略〕

　（港湾整備特別会計法の一部改正）
第11条　港湾整備特別会計法（昭和36年法律
第25号）の一部を次のように改正する。

　　第 1条第 1項中「港湾整備 5箇年計画」
を「港湾整備 7箇年計画」に改める。

〔中略〕

　（国有林野事業特別会計法の一部改正）
第22条　国有林野事業特別会計法（昭和22年
法律第38号）の一部を次のように改正する。

　　第 1条第 3項中「治山事業 5箇年計画」
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を「治山事業 7箇年計画」に改め、同項第
1号中「以下次号」を「次号」に改める。

　（治水特別会計法の一部改正）
第23条　治水特別会計法（昭和35年法律第40
号）の一部を次のように改正する。
　　第 1条第 1項中「治水事業 5箇年計画」
を「治水事業 7箇年計画」に改める。

〔以下省略〕

（出所 ）『官報』平成 9 年12月 5 日（号外第
243号）。
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